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入院時の食事療養に係る給付に

関する調査結果（速報）

概要

平成29年11月17日

ー

調査項目
【基本的な考え方】

• 以下に掲げる7項目について、平成28年度及び平成29年度の2か年で調査を実施することとする。
• 1年間の長期の経過措置が設けられている項目など、効果を検証するまでに一定程度の期間が必要で
あるものについては平成29年度調査として実施することする。

• 平成28年度調査で実施するものについても、改定による効果がより明らかになるよう、経過措置のあるも
のについては原則としてその終了後に調査期間を設定する。

【平成28年度】

(1) 一般病棟入院基本料•特定集中治療室管理料における「重症度、医療・看護必要度」等の施設基準の見
直しの影響について（その1)

(2)地域包括ケア病棟入院料の包括範囲の見直しの影響について

(3)療養病棟入院基本料等の慢性期入院医療における評価の見直しの影響について（その1)

(4)退院支援における医療機関の連携や在宅復帰率の評価の在り方について

【平成29年度】

(1) 一般病棟入院基本料 •特定集中治療室管理料における「重症度、医療・看護必要度」等の施設基準の見
直しの影響について（その2)

(2)短期滞在手術基本料及び総合入院体制加算の評価の在り方について

(3)救急患者の状態を踏まえた救急医療管理加算等の評価の在り方について

(4)療養病棟入院基本料等の慢性期入院医療における評価の見直しの影響について（その2)

※，土曰＂ 用 '1口＾めた ＇ に、、る，、寸について和査及びの り については、別途 こ、する
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平成28年度診療報酬改定

| （参考）医薬品、医療機器、検査等の適正な評価

入院時の経腸栄養用製品の使用に係る給付の見直し
►薬価適用の場合との均衡を図る観点から、市販の経腸栄養用製品（以下「流動食」）のみを経管栄養法で提供
する場合の入院時食事療養費等の額について、現行より1割程度引き下げる。
（ただし、入院時生活療養(II)については、既に給付水準が低い等の理由から、見直しの対象外とする。）

【食事療養】

1入院時食事療養(I) (1食につき） 640円

2 入院時食事療養(II)(1食につき） 506円

【生活療養】

1 入院時生活療養(I)

(1)食事の提供たる療養 (1食につき） 554円

2 入院時生活療養(II)

(1) 食事の提供たる療養 (1食につき） 420円

¥＞ 
ロ

【食事療養】

1入院時食事療養(I) (1食につき）

(1) (2)以外の場合 640円

(2)流動食のみを経萱蛍養法で提供ずる場合 575円

2 入院時食事療養(II) (1食につき）

(1) (2)以外の場合 506円

(2)流動食の社ま経萱蛍養法で提供生る揚合 455円

【生活療養】

1入院時生活療養(I)

(1)食事の提供たる療養 (1食につき）

イ ロ以外の場合 554円

ロ 流動食のみを経萱蛍養法て提供する場合500円

2 入院時生活療養(II)

(1) 食事の提供たる療養 (1食につき） 420円

►流動食のみを経管栄養法で提供する場合には、特別食加算は算定不可とする汽
※ これまでは、入院時食事療養(I)及び入院時生活療養(I)の適用患者に対し、厚生労働大臣が定める特別食
（腎臓食、肝臓食、糖尿食等）を提供する場合に、 1食につき76円を加算

入院時の食事療養に係る給付に関する調査について

【附帯意見】

経腸栄養用製品を含めた食事療養に係る給付について調査を行い、その在り方について調査・検証すること。

【関係する改定内容】

0入院時の経腸栄養用製品の使用に係る給付の見直し
ア薬価適用の場合との均衡を図る観点から、市販の経腸栄養用製品のみを経管栄養法で提供する場合

の入院時の食事療養の額を、 1割程度引き下げ(※)
※入院時生活療養(II)については、既に給付水準が低い等の理由から見直しの対象外

イアの場合、特別食加算(76円／1食）は算定不可

【調査内容】
〇入院時の食事療養については、「平成16年入院時食事療養費に関するコスト調査」（以下「平成16年調査」とい
う。）以来、大規模な調査は行われていない。
〇調査対象及び調査内容については、平成16年調査との比較を可能とする観点から、原則として平成16年調査を
踏まえ、実施することとしてはどうか。

調査内容：（1）病院の給食部門における収支の状況
(2)平成28年度改定に伴う経腸栄養用製品の使用及び食材費等の状況
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(1)「病院の給食部門における収支の状況」に関する調査の概要

一調査方法 原則として、自記式調査票の郵送配布・回収により実施

（うち8施設程度については、給食部門における光熱水量の実測調査も実施）

対象施設 介護保険事業に係る収入のない全国の保険医療機関（病院）：約800施設

（病床規模、地域、級地区分、病院種、開設者等の別に層化し、抽出率1/10 
で無作為抽出）

調査時期 平成29年6月の1か月間について実施

調査項目 次ページのとおり
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(1)「病院の給食部門における収支の状況」に関する調査の調査項目の概要

l I 調査項目 I 
開設者

施設に

関する項目
施設基準（入院時食事療養(I)及び入院時生活療養(I)）の届出の有無

病床数

1.給食委託の状況（全面委託、一部委託、完全直営、人材のみの派遣等）

2 給食部門の収入

(1)入院時食事療養費※1

(2)その他の給食関係収入

給食部門に 3.給食部門の費用

関する項目

①入院時食事療養費、特別食加算等

②特別メニューの食事に係る収入

①給与費

②給食用材料費

③医療消耗器具備品費（患者給食用具等）

④委託費

⑤減価償却費

⑥経費（光熱水費等）※2

⑦その他の費用

上記から、患者1人1日当たりの収支額を、外部委託等の別などにより算出する。

※1入院時生活療養に係る食事療養費を含む。

※2 光熱水費については、対象施設の負担軽減の観点から面積比率（給食部門の面積／病院全体の面積）による按分算出を基本とするが、より実態
に近い光熱水費を得るため、 8施設程度を対象に実測調査を行い、得られた補正係数を用いて補正計算をできるようにする
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(2)「平成28年度改定に伴う経腸栄養用製品の使用及び食材費等の状況」

に関する調査の概要

一 1 概要 I 

調査方法 原則として、自記式調査票の郵送配布・回収により実施

対象施設 (1)の「病院の給食部門における収支の状況」に関する調査の対象施設のうち、

DPC対象病院約50施設、 DPC対象病院以外の病院約50施設の、計約100施設

を対象とする。

調査項目• 平成28年度改定に関する項目の調査として、経管栄養患者における経腸栄養
時期 用製品の使用及び食材費等について、平成27年6月と平成29年6月の各1か月

間の状況を調査する。
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（参考）平成16年入院時食事療養費に関するコスト調査
（入院患者給食に関するアンケート調査）の概要

冒
調査方法 、、コロ..,_.、口＂J上示ヽヽ・血Iヽ 9士・"........．

（うち9施設については、給食部門におけ

対象施設 全国の保険医療機関（病院）： 955施設※

※病床規模(200床以上・未満別）、地域（全国9ブロック）、級地区分、病院種、

開設者等の別に層化し、抽出率1/10で無作為抽出

うち、有効回答施設： 241施設

（介護保険事業未実施164施設、介護保険事業実施77施設）

調査時期 平成16年6月の1か月間について実施

調査項目 次ページのとおり
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施設に

関する項目

給食部門に

関する項目

（参考）平成16年入院時食事療養費に関するコスト調査
（入院患者給食に関するアンケート調査）の概要

I 調査項目 I 
開設者

施設基準（入院時食事療養(I)）の届出の有無

病床数

1給食委託の状況（全面委託、一部委託、完全直営、人材のみの派遣等）

2.給食部門の収入

(1)入院時食事療養費

(2)介護保険に係る基本食事サービス費等※1

(3)その他の給食関係収入

3.給食部門の費用

① 入院時食事療養費、特別食加算等

②特別メニューの食事に係る収入

①給与費

②給食用材料費

③医療消耗器具備品費（患者給食用具等）

④委託費

⑤減価償却費

⑥経費（光熱水費等）※2

⑦その他の費用

上記から、患者1人1日当たりの収支額を、外部委託等の別などにより算出。

※1 調査時点（平成16年6月）では、介護保険施設の入所者等に対する食事については基本食事サービス費等として介護報酬で評価されていたが、平成17年10月より基本食事

サービス費等は廃止され、食材料費（注）及び調理コストは利用者負担とされた。 注：食材料費は従前より利用者負担(780円／日）とされていた。

※2 光熱水費については、対象施設の負担軽減の観点から面積比率（給食部門の面積／病院全体の面積）による按分算出を基本としつつ、より実態に近い光熱水費を得るため、

8施設の実測調査（調査対象9施設のうち、井戸水使用で水道料金が0円となっている1施設を除外）の結果を基に補正係数を得て、補正計算を実施。， 

（参考）入院時食事療養に関する制度の概要

10 



厚生局への

届出の要否

要

不要

入院時食事療養・生活療養

入院時食事療養(I)【1食につき】
(1) (2)以外の食事療養を行う場合 640円

(2) 流動食のみを提供する場合 575円

又は

入院時食事療養(II)【1食につき】
(1) (2)以外の食事療養を行う場合 506円

(2) 流動食のみを提供する場合 455円

- - -- -

i特別食加算【1食につき】 76円※！
!※（2)の患者は算定不可
-------------------------------------------------

'―--------------------------------------------------, 

i食堂加算【1日につき】 50円 i 
L ---------------------------------------------------

【療養病床に入院する65歳以上の患者】

入院時生活療養(I)
(1) 食事療養【1食につき】

要 I ィロ以外の食事療養を行う場合 554円
ロ流動食のみを提供する場合 500円
(2) 環境療養【1日につき】 398円

又は

入院時生活療養(II)
不要 I (1) 食事療養【1食につき】 420円

(2) 環境療養【1日につき】 398円
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i特別食加算【1食につき】 76円※ i
!※（2)の患者は算定不可
----------------------------------------

,--------------------------------------------------―' 
！食堂加算【1日につき】 50円 i '------------------------------------

！ ！要件を満たせば算定可能
このほか、患者の選択と同意により、患者の全額自己負担で

特別メニュー加算も算定可能：【1食につき】 17円（標準額）

入院時食事療養における主な算定要件（平成28年度改定）

・入院時食事療養(I) (1食につき） 640円／575円※
ー常勤の管理栄養士又は栄養士が食事療養の指導者又は責任者となっていること

ー医師、管理栄養士又は栄養士による検食が毎食行われていること

ー食事療養関係の各種帳簿が整備されていること

ー病状により特別食を必要とする患者には特別食が提供されていること

ー適時の食事が提供され、夕食に関しては午後6時以降に提供されていること

ー保温食器等※を用いた適温の食事が提供されていること

※保温・保冷配膳車、保温配膳車、保温トレイ、保温食器、食堂のいずれかを用いており、入院患者全員に
適温の食事を提供する体制が整えられていること

•特別食加算 (1 食につき） 76円／0円※
ー患者の病状等に対応して、医師の発行する食事せんに基づき、特別食（腎臓食、肝臓食、糖尿
食等）が提供された場合に算定

・食堂加算 (1日につき） 50円
ー一定基準を満たしている食堂を備えた病棟又は診療所の入院患者に食事が提供された場合に
算定

・入院時食事療養(II) (1食につき） 506円／455円※
ー入院時食事療養(I)の要件を満たさない保険医療機関で算定

※市販流動食のみを経管栄養法により提供した場合の金額
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入院時食事療養における主な算定要件（前回調査時（平成16年））

・入院時食事療養(I) (1日につき） 1,920円
ー 栄養士が食事療養の指導者又は責任者となっていること

ー 医師又は栄養士による検食が毎食行われていること

ー 食事療養関係の各種帳簿が整備されていること

ー 病状により特別食を必要とする患者には特別食が提供されていること

• 特別管理加算 (1日につき） 200円
ー 常勤の管理栄養士が配置されていること

ー 適時の食事が提供され、夕食に関しては午後6時以降に提供されていること

ー 保温食器等※を用いた適温の食事が提供されていること

※保温・保冷配膳車、保温配膳車、保温トレイ、保温食器、食堂のいずれかを用いており、入院患者全員に適温の
食事を提供する体制か整えられていること

• 特別食加算 (1日につき） 350円
ー 患者の病状等に対応して、医師の発行する食事せんに基づき、特別食（腎臓食、肝臓食、糖尿食等）が提供さ
れた場合に算定

・食堂加算 (1日につき） 50円
ー 一定基準を満たしている食堂を備えた病棟又は診療所の入院患者に食事が提供された場合に算定

• 選択メニュー加算 (1日につき） 50円
ー 毎日又は予め定められた日に、 1日のうち2食以上の食事の主菜等について患者が選択できる複数のメニュー
による食事を提供した場合に、選択メニューを提示した患者を対象として算定

・入院時食事療養(II) (1日につき） 1,520円
ー 入院時食事療養(I)の要件を満たさない保険医療機関で算定
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入院時食事療養における主な算定要件（平成18年度改定）

・入院時食事療養(I) （1日につき） 1，920円 (1食につき）
ー 常勤の管理栄養士又は栄養士が食事療養の指導者又は責任者となっていること
ー 医師、管理栄養士又は栄養士による検食が毎食行われていること

ー 食事療養関係の各種帳簿が整備されていること

ー 病状により特別食を必要とする患者には特別食が提供されていること
ー適の が口共れ夕にしては＇ 6．以勺こ口共 ていること

ー 保温食器等※を用いた適温の食事が提供されていること

640円

'町こレ

• 特別管理加算 (1日につき） 200円
：勤の筈理栄：円士が配四され:いる二と

入院患者全員に適温の

常勤管理栄養士による栄養管理については、
栄養管理実施加算(1日につき12点）でも評価
（平成24年度改定で入院基本料に包括）

、ター日

保温食器等※を用いた逼温の食事が提供されていること

※惜皐界す：＄唇帽霞恣杞i鴨竺-i保叫L・イ、保温食詈、食堂のいずれかを用いており、入院患者仝員に適温の宜亨を提

• 特別食加算 (1日につき） 350円 (1食につき） 76円
ー 患者の病状等に対応して、医師の発行する食事せんに基づき、特別食（腎臓食、肝臓食、糖尿食等）が提供された場合
に算定

・食堂加算 (1日につき） 50円
ー 一定基準を満たしている食堂を備えた病棟又は診療所の入院患者に食事が提供された場合に算定

• 選択メニュー加算 (1日につき） 50円
普易督＇凡万宮望g,と戸慕争、日、ど戸．1-日g'-(J)記素．し，，農位古翌1 一望し差誓覧について患者が選択できる複政のメニューによる食

・入院時食事療養(II) （1日につき） 1,520円 (1食につき） 506円
ー 入院時食事療養(I)の要件を満たさない保険医療機関で算定



入院時食事療養における主な算定要件（平成28年度改定）

・入院時食事療養(I) (1食につき） 640円／575円※
ー常勤の管理栄養士又は栄養士が食事療養の指導者又は責任者となっていること

ー医師、管理栄養士又は栄養士による検食が毎食行われていること

ー食事療養関係の各種帳簿が整備されていること

ー病状により特別食を必要とする患者には特別食が提供されていること

ー適時の食事が提供され、夕食に関しては午後6時以降に提供されていること
ー保温食器等※を用いた適温の食事が提供されていること

※麿量閑督閏阻贔乳讐紐嵩均襄〗特翌；、る門農食器、食堂のいずれかを用いており、入院患者全員に

•特別食加算 (1 食につき） 76円／0円 ※
一靡喜肝贔媒i.:硝涵退師の発行する食事せんに基づき、特別食（腎臓食、肝臓食、糖尿食

・食堂加算 (1日につき） 50円
ー一定基準を満たしている食堂を備えた病棟又は診療所の入院患者に食事が提供された場合に
算定

・入院時食事療養(II) (1食につき） 506円／455円※
ー入院時食事療養(I)の要件を満たさない保険医療機関で算定

※ 市販流動食のみを経管栄養法により提供した場合の金額

15 

「入院時食事療養費制度」発足以来の食事療養費等の変遷

. - H6.10月I圃置l一1日当たりで算定

入院時食事療養(II)
1,500 1,500 1,5笙

506 
(1,518) 

506 
(1,518) 

入院時食事療養(I)
1,900 1,900 1,9笙

640 
(1,920) 

640 
(1,920) 

特別食加算注1
350 350 350 

76 
(228) 

76 
(228) 

医療用食品加算 180 .. 
•一・ー・ ．．． --..．---

特別管理加算 ・常勤管理栄養士の1名以上の
・常勤管理栄養士の1名以上の配置 配置は栄養管理実施加算とし
・適時の食事提供（夕食は午後6時以降） 200 200 200 て評価
・保温食器等を用いた適温の食事提供 ・適堕・適温提低lふ入院暁食蔓

療養(I)の冥定要住に

食堂加算 50 50 50 I 50 『1 • 一・

選択メニュー加算 50 50 50 注2

50 

（参考）栄養管理実施加算 入院基本料に包括

506／縣

(1,518/L卑）

640／堕

(1,920/L.芦）--..． 
76/Q 
(228/Q) 

50 

・常勤管理栄養士の1名以上の配置等 I i l 
（給食管理以外の栄養管理業務も対象）

11 暉 （有床診については、H26 -----:;> 
改定で再度加算化）

消費税 平成18年度改定に向け、平成 一般病棟入院基本料

備考 苔竺Iば口ば霊し態調？掌9訂芯
5%） 査未実施）

（栄養管理体制として
11点分増点）

注1平成10年度改定で「高血圧症に対する減塩食」が、また、平成18年度改定で「経管栄養のための濃厚流動食」が対象外とされた。
平成28年度改定で「てんかん食」が追加された。

注2平成18年度改定以降は、入院患者の選択と同意による「特別メニュー加算」を設定(1食当たり17円を標準として、全額患者負担） 16

市販流動食のみを経管
栄養法で提供した場合
・食事療養費1割減額
•特別食加算算定不可



食事療養費（総額）の推移

〇平成18年度改定（1日当たり→1食当たりの算定に変更、特別食加算の引き下げ(350円／日→76円／食

(228円／3食））、特別管理加算(200円／日）の廃止等）により、

食事療養費の合計額は約2割減少

・回数は約2.8倍増加

推定金額（億円）

10,000 

9,000 

8,000 

7,000 

6,000 

5,000 

＿ 食事療養費（環境療養を除く）

------------

8,166 

回数

10.16 ------------
推定回数（億回）

12 
10.36 

10.29 
10 

8
 

6,774 
6
 

6,627 L 4 

3.65 

2
 

4,000 
H8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 

出典社会医療診療行為別統計（平成27年分及び28年分はNDBデータを基に作成）

17 

゜

特別食加算の推移

0 平成18年度改定(350円／日→76円／食(228円／3食）に引き下げ的により、
特別食加算の合計額は約5割減少

回数は約2.3倍増加
※このほか、平成18年度改定では、経管栄養のための濃厚流動食が特別食加算の対象外とされた。

推定金額（億円）

700 

600 

500 

400 

300 

0

0

0

 

0

0

 

2

1

 

＿ 金額 回数

2.98 _、-、--------454 

―̀ 
"-----------1.30 

推定回数（億回）

4 

3.21 

3 

2.84 

268 
2 

243 

゜H8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 

出典社会医療診療行為別統計（平成27年分及び28年分はNDBデータを基に作成）
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入院時食事療養の収支等に関する実態調査

1病院の給食部門における収支状況に係る調査

2 平成28年度改定に伴う流動食等の使用及び食材費等の影響調査

19 

「入院時食事療養の収支等に関する実態調査」の回収結果

日層璽璽置璽
1病院の給食部門における収支状況に係る調査 II 898 381 42.4% 252 28.1% 

一般病院（慢性期病院を除く。） 610 219 35.9% 142 23.3% 

慢性期病院※1 :• 

＇ 1 1 9 37 31.1% 27 22.7% 

特定機能病院・歯科大学病院 108 89 82.4% 60 55.6% 

（再掲）特定機能病院である国立大学病院 !I 41 41 100.0% 35 85.4% ， 

精神病院※2 61 36 59.0% 23 37.7% 

【実測調査】 !; 89 64 71.9% 36 40.4% 

メーター新設病院 8 8 100.0% 8 100.0% 

メーター既設病院 81 56 69.1% 28 34.6% 

2 平成28年度改定に伴う流動食等の使用及び食材費等
100 41 41.0% 36 36.0% 

の影響調査

DPC対象病院 50 28 56.0% 26 52.0% 

DPC対象病院以外の病院 50 13 26.0% 10 20.0% 

※1 医療療養病床の割合が全病床（介護療養病床を除く。）の60％以上の病院
※2精神病床の割合が全病床（介護療養病床を除く。）の80％以上の病院 20 



入院時食事療養の収支等に関する実態調査

1病院の給食部門における収支状況に係る調査

2 平成28年度改定に伴う流動食等の使用及び食材費等の影響調査

21 

給食部門の収入（一般病院（慢性期病院を含む））

0 平成29年における患者1人1日当たりの給食部門の収入は、平成16年に比べて、全面委託、一部委託、
完全直営とも滅少しており、中でも全面委託での減り幅が最も大きい。

〇収入減少の要因としては、食事療養費本体の収入及び特別食加算の収入の減少と、特別管理加算の
廃止町こよる影響が大きい。 ※平成18年度改定で入院基本料の栄養管理実施加算に一部置換え（現在、病院については入院基本料に包括化）。

表患者1人1日当たりの給食部門の平均収入額（外部委託等別） （H16)との比較で10円以上減少した収入項目は下線で表示 単位：円

一給食部門の収入

医療保険収入

入院時食事療養費※

食事療養費

食事療養費（市販流動食に係る減額適用者以外）

食事療養費（市販流動食に係る減額適用者）

特別食加算

食堂加算

特別管理加算【H18廃止】

選択メニュー加算【H18廃止】

特別メニューに係る食事収入

その他の給食関係収入

五叫 11,963ll旦競IL竿
2,066 1,928 直 1,987 

2,066 1,928 L追 1,987 

1,787 1,656 1,686 

1,514 

157 

病院数

平均許可病床数

-m 示 3訂讀

置■nl■
写 I11114 II 2.osiul叫 L屯 ］
1,855 国 2,021 1,884 L 

1,855 L 2,021 1,884 直

1,562 1.743 1,615 

1,515 1,547 
- - I―-•一一

137 113 

105 97 包 101 94 

22 22 28 24 24 

146 146 168 168 

7 
— -71 

7 7 

2 

゜゜35 35 60 14 14 

36 69 50 

203 268 317 

6

9

 

0

1

 

ー7

3

 

7
-
3
 

98 

19 

148 148 

4 4 

堕

22 

0

2

7

2

 

2

5

5

 2
 

0

3

 
4
 

0

3

 
4
 

0
2
-3
 
0

9

 

3

1

 
2
 

4

0

 

4

2

 
2
 注1医療療養病床の割合が全病床（介護療養病床を除く。）の60％以上の病院のうち、介護保険事業に係る収入が病院全体の収入の2％未満である病院を含む。

注2(H16)は、食事療養費と特別食加算について平成18年度改定に伴う算定単位の変更(1日当たりから1食当たりに変更）を加味した場合の集計値(H16に10.16/3.65/3を乗じた値）。
※ 入院時生活療養に係る食事療養費を含む。 22 



給食部門の支出・収支（一般病院（慢性期病院を含む））

〇平成29年における患者1人1日当たりの給食部門の支出は、平成16年に比べて、全面委託、一部委託、

完全直営とも増加しており、中でも全面委託での増え幅が最も大きい。

〇支出増加の要因としては光熱水費及び委託費の増加が大きく、全面委託では給食用材料費の増加も目

立つ。
〇収入減少と支出増加により収支は大幅に悪化しているが、中でも全面委託での収支悪化が著しい。

表患者1人1日当たりの給食部門の平均支出額 （外部委託等別）
H16との比較で10円以上増加した支出項目
又は10円以上悪化した収支は下線で表示

単位：円

"'.. --• 一 ~＾す亘配三

•一■：
給食部門の費用 i| 1.933 ll 2.454 ll 521」I2.1so 11 2,s3o II 3盤I2.348 II 2,475 jl 127 
給 与費 L 194 292 塑 676 487 -189 1,166 1,102 -64 

給食用材料費 126 231 座 562 497 -65 659 655 -4 

医療消耗器具備品費
―•一—--1「

4 12 8 22 40 挫 24 35 且

委託費 1,206 1,349 四 488 961 匹 47 19 -28 

設備 関係費（減価償却費・各種貸借料） __JL 109 76 -33 104 89 -15 113 82 -31 

減価償 却費 75 55 -20 95 74 -21 103 37 -66 

経費 ［ 291 530 虚 329 576 堕1 271 611 匹

光熱水 費※ 273 502 笙 291 539 碑 208 566 幽

その他 の費用
―- -----,r 

2 6 4 8 4 -4 67 ， -58 
収支羞饂ll 168 ]I -661 I 蘊 l-18911 -7571 華 I-28411 -7061 立
病院数 36 69 50 57 44 30 

-ヽ-

平均許可病床数 203 268 317 252 220 219 
注医療療養病床の割合が全病床（介護療養病床を除く。）の60％以上の病院のうち、介護保険事業に係る収入が病院全体の収入の2％未満である病院を含む。
※平成16年の値は、 8病院の実測値から得た補正係数を用いた補正値。平成29年の値は、 36病院の実測値から得た補正係数を用いた補正値。 23 

給食部門の収入（慢性期病院）

表患者1人1日当たりの給食部門の平均収入額（外部委託等別）

一一一| 1,67° l| 1,8 1 8 || 1,493 

医療保険収入 | 1,408 1,788 1,463 

入院時食事療養費※ 1,408 1,788 1,463 

食事療養費（市販流動食に係る減額適用者以外） 736 1,397 1,035 

食事療養費（市販流動食に係る減額適用者） 747 328 406 

特別食加算 II 36 63 20 

食堂加算

゜ ゜
2 

特別メニューに係る食事収入 II 

゜ ゜
1 

その他の給食関係収入 305 29 39 
ー・ - -

病院数 7 6 4 

平均許可病床数 149 108 188 

注医療療養病床の割合が全病床（介護療養病床を除く。）の60％以上の病院のうち、介護保険事業に係る収入が病院全体の収入の2％未満である病院を集計対象とした。
※入院時生活療養に係る食事療養費を含む。

24 



給食部門の支出・収支（慢性期病院）

表患者1人1日当たりの給食部門の平均支出額（外部委託等別） 単位：円

・ 唱ag~―
給食部門の費用 Il 1.979 

給与費
- -- - • l「―-----

345 

2,463 II 1,627 

391 856 

給食用材料費 308 262 461 
-- - --

医療消耗器具備品費 7 5 18 

委託費 764 1,060 92 

設備関係費（減価償却費・各種貸借料） ． 44 59 44 

減価償却費 19 49 35 

経費 515 686 1 71 

光熱水費※ 398 476 167 

その他の費用 5 --------- ．．＿_．．．． -―一ー

一支羞額 1 -309 ゜主一 II -135 

病院数 7 6 4 

平均許可病床数 149 108 188 

注医療療養病床の割合が全病床（介護療養病床を除く。）の60％以上の病院のうち、介護保険事業に係る収入が病院全体の収入の2％未満である病院を対象病院とした。

※ 36病院の実測値から得た補正係数を用いた補正値

25 

入院時食事療養の収支等に関する実態調査

1病院の給食部門における収支状況に係る調本

2 平成28年度改定に伴う流動食等の使用及び食材費等の影響調査

26 



1病院・1か月当たりの食事等提供状況

〇流動食以外の食事、市販・手製流動食、医薬品扱いの経腸栄養用製品の提供状況について、平成27年

6月と平成29年6月の間に大きな変動はみられない。

平成27年6月

(n=36) 

0.6 

0.7 

忽流動食以外の食事

■主として市販流動食

口主として手製流動食

平成29年6月

(n=36) 

□主として医薬品扱いの経腸栄養用製品

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

図 1病院・1か月当たりの食事 等延べ提供数の構成比率

27 

経管栄養入院患者の主病名

〇最も多いのは「循環器系の疾患」※であり、平成27年6月と平成29年6月を比較しても、上位5位までの

状況に大きな変動はみられない。 ※脳梗塞、虚血性心疾患、高血圧性疾患等

表平成27年6月10日（水）における経管栄養入院患者の主病名 表平成29年6月7日（水）における経管栄養入院患者の主病名

一 --一 --循環器系の疾患
ー・ー.-- -―ー・---_.... ．． 137 29.8 循環器系の疾患 ---------_,, -- 153 31 2 

その他の傷病 69 15.0 呼吸器系の疾患 68 13.8 

呼吸器系の疾患 ニニ------」L_ 64 13.9 その他の傷病
---- ---,r -

63 12.8 
, IL— 

神経系の疾患 43 9.3 神経系の疾患 56 11.4 

新生物
--- -1―l ― 

33 7.2 新生物
------, 

1, 47 9.6 

消化器系の疾患 32 7.0 内分泌、栄養及び代謝疾患 22 4.5 

内分泌、栄養及び代謝疾患
-----i「

IL_.  
31 6.7 感染症及び寄生虫症

,1 

_-- -＇-
14 2.9 

精神及び行動の障害 13 28 消化器系の疾患 14 2.9 

腎尿路生殖器系の疾患 ----jこ 13 2.8 損傷、 中毒及びその他の外因の影響 i 14 29 
-.  I ＿ 

感染症及び寄生虫症 ， 2.0 精神及び行動の障害 13 26 

損傷、中毒及びその他の外因の影響 7 1.5 腎尿路生殖器系の疾患 12 24 

血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害 3 0.7 血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害 6 1 2 

皮膚及び皮下組織の疾患 3 0.7 筋骨格系及び結合組織の疾患 5 10 

耳及び乳様突起の疾患 0.2 皮膚及び皮下組織の疾患 4 08 
i―ー・ー ---------r-------- .. 

筋骨格系及び結合組織の疾患 0.2 眼及び付属器の疾患

゜
0.0 

妊娠、分娩及び産じょく 0.2 耳及び乳様突起の疾患

゜
0.0 

--- -- - -.. 

眼及び付属器の疾患

゜
0.0 妊娠、分娩及び産じょく

゜
0.0 

病院数 33 病院数 33 

対象入院患者数 460 対象入院患者数 491 

平均年齢•73.7歳 28 平均年齢：75.4歳



平成28年度改定に伴う食事療養費の見直しへの対応状況①

〇製品価格に関する対応については、「全体でみると価格面に関する商品構成の変更はほぼ行っていない」

との回答が約8割と最も多く、次いで、「全体でみると価格が安い商品の構成を増やした」との回答が約1割

となっている。

〇食品扱いの製品と医薬品扱いの製品の取扱いに関する対応については、「食品扱い／医薬品扱い別の

割合変更はほぼ行っていない」との回答が最も多い。

調査対象病院
(n=36) 

調査対象病院
(n=36) 

0% 20% 

0% 20% 

忽全体でみると価格が安い商品の構成を増やした

■全体でみると価格が高い商品の構成を増やした

□全体でみると価格面に関する商品構成の変更はほぽ
行っていない。

口無回答
40% 60% 80% 100% 

40% 

図製品価格に関する対応状況

60% 80% 

忽医薬品扱いの経腸栄養用製品の割合を減らし、食品扱

いの市販流動食の割合を増やした

■食品扱いの市販流動食の割合を減らし、医薬品扱いの
5.6 経腸栄養用製品の割合を増やした

0食品扱い／医薬品扱い別の割合変更はほぽ行っていな

ぃ

口無回答
100% 

図食品扱いの市販流動食／医薬品扱いの経腸栄養用製品の取扱いに関する対応状況

29 

平成28年度改定に伴う食事療養費の見直しへの対応状況②

〇流動食の調達に関する対応については、「市販／自院調理別の流動食の割合変更はほぼ行っていな

い」との回答が最も多い。

〇その他の取組については、「本件に関する特段の取組は実施していない」との回答が約7割と最も多く、

次いで、「経管栄養患者が早期に経口移行するための取組を強化した」との回答が約2割となっている。

調査対象病院
(n=36) 

調査対象病院
(n=36) 

0% 20% 

0% 20% 

忽市販流動食の割合を減らし、自院調理の流動食の割合

を増やした

■自院調理の流動食の割合を減らし、市販流動食の割合
5.6 を増やした

口市販／自院課理別の流動食の割合変更はほぽ行ってい

ない

口無回答
40% 60% 80% 100% 

40% 

図流動食の調達に関する対応状況

詔経管栄養患者が早期に経口移行するための取組を強化

した

■本件に関する特段の取組は実施していない
2.8 

60% 80% 100% 

図その他の取組状況

30 

ロその他の取組を実施した

口無回答



1食当たりの市販流動食の費用の状況

〇平成28年度改定では、市販流動食のみを提供した場合の食事療養費が原則約1割引き下げられたが、

平成29年6月の市販流動食の費用は、改定前の平成27年6月と比べて、約14％増加している。

（円）

400 

350 

300 

250 

゜

□H27.6 口H29.6

！注調理費は含まれていない。：
-------------------------------

287.7 292.7 

H27.6 

280.6 

入院患者に係る給食用食材費

H29.6 

調査対象病院
(n=36) 

320.8 

（再掲）市販流動食の費用

図 1食当たりの平均食材費

＠ 


